
日本工業の分布とその変化

内 藤 博 夫

工業分布の研究は全工業を対象としたものと個別工業を対象にしたものとに区分することができ

も 個別工業を対象とする場合でも,全工業との関連,あるいは他の個別=業との関連が明らかに

されれば,分布を産業構造論的VC把握する上で意義をもつであろう｡本稿は全工業の分布を軸にし

て,個別工業の分布が全=業のそれとどのようを関係にあるかを解明しようと試みたものである｡

資料は昭和55年と45年の工業統計表を用い,分布の変化 もあわせてみることVCした｡昭和55

年といえば日本経済がいわゆる高度成長を本格的に展開しはじめた年である｡昭和45年に至る1

0年間の=業分布の変化怯,この高度成長期における生産の急速な拡大に対応したものである｡工

業分布を示す指標としては出荷額を選んだ｡生産力の分布vc着目したためである｡対象事業所は二

つの年次の比軟を行う都合で全事業所とした｡

1.全工業 の分布

1) 標準偏差 ｡変異係数による測定

表1 8本工秦の生産と分布の変化

昭和 5 5年 l 昭和 4 5年 (註)

事業所数 455,572(100.0) 602,588(152.5) 1) 単位は百万円

従業者数 6,664,555(100.0) 10,862,755(165.0) 2) 出荷額の.地域的分布の標

楳準偏差2) 551,642 1,456,559 5) 標準偏差を平均値で険し
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表1から昭和55年～45年における変化をたどってみると, この期間に日本=業の事業所数は

1.5倍,従業者数は1.6倍,出荷額は実に4.8倍に増大 した｡この変化の工業分布への反映を知る

ために都道府県別出荷額の標準偏差を計算してみると,昭和45年は55年に対 して4.4倍にをっ

ている｡標準偏差は分散の量をあらわす指標であるから,昭和45年は55年に比べて工業生産の

分散量は増大したことになる｡ しかし,異なる年次の分散申程度菅比較するためにはそれぞれの年

次の標準偏差の平均値Uc対する比を計算しなければなら夜い｡偏差の基準である平均値を一定にし

てはじZZ)て相対的な比較ができるからである｡標準偏差の平均値に対する比を変異係数という｡5

5年の変異係数は1.5ロ9,45年のそれは1.588であ9,変異係数は,工業生産の増大と対応

するかのような標準偏差の増大とは逆に減少している｡このことはとりもをおさず,分散の程度が

よ9均一化 したとvlうことであ9.工業生産の特定地域-の集中が緩和したというこ とである｡ し

かし,標準偏差 も変異係数も日本全体の工業分布の傾向を示しはするが,具体的に分布職域を示す

ことはできない｡次に実際の地域的分布をみることにしよう｡

2) 対全国比による地域構成

都道府県の出荷筏の対全国比を一定の階級に区分して示したのが図1である｡これによれば,昭

和55-45年の期間における工業の地域構成の変化について次のようを特徴を指摘することがで

きる｡(1)北海道 ･東北では漸減ないし現状維持.但し,福島は次の関東の諸県と類似して漸増 して

いる｡(=)関東では東京を除くすべての県が対全国比を高めた｡東京は15･8%から12.7%に減少

したが,関東全体では5CL5%から54.4%に増加した｡ぐう中部ではほぼ現状維持｡巨)近畿では大

阪 ･兵庫 ･京都といった府県が減少しているはかは現状維持O (*)中国では広島と岡山_が増加してい

る｡ぐう四国では現状維持ないし減少O(ト)九州では福岡をはじめすべての県で減少している｡

以上のように.全国各地の対全Fj3]比の変化はさまざまであるが,全体としては東京 ･大阪の二大

都府がそろって地位を低めていること,地位を高めたのは東京周辺の関東諸県と広島 ｡岡山などの

若干の県であること,東北と(南 )九州の抱位はますます下がっていること,などが特徴である｡

変異係数の変化が示しているものは.以上の結果にほか在らないo

高度成長は生産を拡大させたが,分布パターンの点からみれば,東京 ･大阪という大工業都府の

相対的地位菅低下させることによって工業の分散化あるいは均一化を促進させたのである｡しかし

ここで任意を要するのは関東地方の地位の上昇である｡変異係数, したがって模準偏差の計算の基

礎にをった地域単位は都道府県であった｡換言すれば変異係数の値は都道府県別分布のパターンが

均一化の方向にあることを示しているにすぎない｡ もし上也域単位を地方別にとる怒らば,関東地方

とその他の地方との格差,あるいは工業化の進んでいる地方と遅れている地方の格差はいっそう紘
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図 1 日 本 工 業 の 地 域 構 成

拡大していることを示すはずである｡高庇成長期は大平洋ベル ト地帯-の工業の集積がいっそう進

んだ時期であった｡ とくに京浜工業-のそれは激しかった｡要するに東京 ･大阪という大工業地域

の地位が下が b, 周辺の言昔県の風位の上昇があったために均一化が進行 したともいえるが,一方

では東北や (南 )九州のように工業化が遅れている地方GI)地位はますます下が9,工業化における

先進根城と後進地域の格差はいっそう拡大したのである. このように,分布を正確vl'つかむために

は統計上の分散度だけで夜 く,分布のパターンをみることが必要である｡

2.個別工業の分布

個別工業の場合 も全工業の場合と同じく標準偏差と変異係数を計算することによって分散度を測

ることができる｡ しかし,工業統計表の都道府県別統計では,事業所数が 1夜いし2しかないため

に統計数値が秘匿され,単にXとしか乗茸されてい夜い例がしばしば出てくる｡このⅩの出現のた

めに標準偏差の計算は不可能となる｡ したがって個別工業を対象とする場合は標準偏差に代る指標

が必要である｡全工業の分布がわかっている段階では,直接個別工業の分散度を求めな くても,全
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工業の分散度からのずれがわかれば間接的に個別工業の分散度を知ることができる｡このようを考

え方に塵わ､て計算したものが表2以下の地域的集中係数である｡この地域的集中係数 (以下,集中

係数と略す)は,各都道府県(以下,県と略す)の全工業の対全国比 と個別工業の対全国比の差を

表2 Ⅹを含まない莫種の地域的集中係数と構成比

昭 和 55年 昭 和 4 5年

I集中係数 構成比 集中Ip宗教 構成比

食 料 品 170 15.5% 19.7 ll.4%

繊 維 5-/.5 15.1 570 7.2

衣 服 表5-1参照 50.1 1.4

木 材 54.6 5.8 52.1 5.5

パルプ.鶴 28,2 4.0 45.1 2.9

出版 .印刷 41.1 5.ロ 46.5 5.0

化 学 17.2 9.7 26.6 8.4

窯 業 24.5 5_4 20.5 5.7

金 属製 品 50.5 5.5 19.2 4.9

機 械 15_5 6.5 14.0 8.8

輸 送 機 51.4 8.8 表5-2参照i

註 1) 武器製造業を含む

とD.'同じ符号の数値を累積したもの

である.i)このようVEL,て得 られた集
中係数の値はDに近しへはど全工業の分

布に近似し,:100に近いほど全工業

の分布とは異をっていることを示す｡

ここでは集中係数のほかに業種構成比

す表わち全国の全=業を100とした

場合の各個別工業の割合をもみること

にする｡

集中係数を計貨する際にはⅩの処理

に工夫をこらさなければならをい｡あ

る個別工業の出荷額を地域的にみたと

き,いくつかの県にⅩが出現したとす

る｡その際,Ⅹを含む県のその個別工

業の対全国比におよび全工業の対全国

比は簡単に算出することができる｡X

を含む県vcついて全工業の対全国比と

個別工業の対全国比が得 られた夜らば,

両者の差を求める際にいくつかの組合わせを考えなければ怒ら75:vl｡何んと在れば,Xを含む県の

全工業の対全国比と個別工業の対全国比の差をとる際に,両者の組み合わせ方によって同一符号の
l

差の計は,最大値から最小値までとDうるからである｡

ここでは説明の便宜上,全工業の対全国比と個別工業のそれとの差は,全工業の対全国比から個

別工業のそれを差引 くものとし,符号は正の数のみを合計するものとする｡最大値は:,Ⅹを含むい

くつかの県のうち,ある県の全工業の対全国比がXを含む全県の全工業の対全国比の計 と同じ(す

夜わち,このある県以外の県か全=業の対全国比はすべて0)で,このある県の個別=業の対全国比が

D である場合の差である｡最小値は,Ⅹ菅含む県の全工業の対全国比の計と個別工業の対全国比

の計との差が正である場合はその正の値であD,負の場合はOが最小値となる｡Ⅹを含む県について
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表3-1 Ⅹ左含む菓種の地域的集中係数と構成比 (昭和33年)

l Ⅹを含む県数 Ⅹを含む県の出荷数の対全国比 地 域 的 集 中 係 数 出荷額構成元全 工 業 個別工業 最大値 最小値 平 均値

衣 服 5 0.9% 8.0% 52.1 52,1 52.1 1.2%

石油.石炭 21 19.0 25.7 69.7 50.7 6D.2 2.4

ゴ ム 25 20.5 25.6 55.6 55.5 45.45 1.4

皮 革 15 10.1 0.5 47.6 475 4745 0.5

鉄 鋼 18 ll.6 2.2 54.4 52.2 55.5 8,9

非 鉄 16 ll.1 15.5 51.6 20.5 26.05 5.6

電 機 12 6.5 2.0 54.0 52.0 55.0 6.5

精 暫 機 16 15.5 1.2 57.2. 56.0 56.6 1.2

表3-2 Ⅹ麦含む菜種の地域的集中係数と構成比 (昭和43年)

Ⅹを含む県数 .ーXを含む県の出荷額の対全国比 地 域 的 集 中 係 数 担 荷 額
全 工 業 個別工業 最大値 最小値 平均値 構 成 比

石油.石炭 17 15_2% 5.6% 67.0 65.4 65.2 2.6%

ゴ ム 15 7ロ 0.9 24.8 25.9 24.55 1.2

皮 革 15 10.1 1.2 46.7 45.5 46.1 D.5

鉄 鋼 2 0.9 0.2 54.6 54.4 54.5 a8

非 鉄 7 5.5 0.6 25.ロ 24.4 24.7 4.2

電 機 6 2.0 0.5 54.5 54.0 54.25 9.5

輸 送 機 2 0.9 OT1 55.4 55.5 5555 ll.1

精 密 機 ll 6.5 0.5 46,5 46.2 46.55 1.5

武 器 10 - - - - - 0,0

計算した全工業と個別工業のそれぞれの対全国比の最大値および最小値を,Ⅹを含まない県につい

て計算した全=業と個別工業のそれぞれの対全国比の差に加えたものが集中係数の最大値および最

小値と在る｡す75:わちX葱含む県を有する個別工業にあっては集中係数に誤差の範囲が存在するの

である｡本稿では誤差の範囲の中間点を平均値とし,これを当該個別工業の集中係数とみ夜
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これらの計算の結果は,Ⅹを含む県をもたをVl個別工業については表2に,X菅含む県をもつイ断り

工業については表511および表5-2に示して.た〔 昭和45年の｢その他の製造業｣における

集中係数の誤差の範囲は 79.1- 15.9ときわめて大 きく,平均値は事実上無意味である｡昭和5

5年の石油 ･石炭,ゴム,非鉄も不安を点は残るが,他はまず使えるものとみてよいであろう｡

表2,表5-1,表5-2から昭和55-54年の集中係数と業種構成比の変化を示したのが図

2である｡集中係数と業種構成比とは直接の相関はないが,両者の変化をあわせて図示すれば,個

々の業種 (す夜わちイ鮎リ工業 )の変化を概観するためには便利であろう｡集中係数と構成比の変化

QIHu

糞

漣

凍

底

地

0 /0 20 30 4o Jo 占0

集 中 係 数

図2 日本工業の地域的集中係数と業種構成比
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杏,それぞれについて上昇,低下,一定に区分すれば, 9通Dの組合せが考えられるが,巽際には

次にみるようq7:6通DLかなしへ｡すなわち,(1)集中係数上昇 ｡構成比上昇(矢印は右上 9):家具,

出版 ･印刷,石油 ･石炭,電機,輸送機,その他,(p)集中係数上昇 ･構成比低下 (右下9):食料

品,化学,鉄鋼,パルプ･紙,(う集中係数低下 ｡構成比上昇(左上9):衣服,窯業,非鉄,金嵐

概観 精密楓 (j集中係数低下 ･構成比低下 (左下り):木机 ゴム,銅集中係数低下 ･構成比一

定 (左向き):皮革,再集中係数一定 ･構成比低下 (下向き):繊組 である｡集中係数の性格か

ら,(1).(ロ)の業種は全工業に比していっそう地域的集中傾向を強めたこと,再,(i,印の業種は全

工業の分布によb近似してきたことを示している｡また,(1 の栽経は大幅を比重の低下にもかかわ

らず,全工業の分布との関係では変化がなかったことがわかる｡構成比の変化は地域集中係数の変

化に新たな内容を加える｡す夜わち,(1)の業親は(F)の業種よDも,集中係数の大きさを無視すれば,

集中係数の変化がもたらす影皆は大きいのである｡ このことはぐう,(-),㈹相互の関係についても同

様である｡変化だけでなく集中孫数の数値そのものa)意義も見落すことはできない｡繊維工業の集

中係数の変化の幅は無視できるものであるが,両年次とも集中係数は高水準vcあD,地域的集中度

は依然として高いことがわかる｡ これと同じことは鉄鋼と皮革についてもいえる｡石油 ･石炭製品

工業は地域的集中度が高かった上に更にその程度を強めたといえるのであ9,精密機工業は地域的

集中度を低めたとはいえ,出発点が高かったので他の業種と比べれば依然として集中度は高いとめ

えるのである｡このように図2から個々の業種o'Dさまざまな分布特性とその変化を読みとることが

できる｡

ここで集中係数の性格TjCもう一度立ち戻ってみよう｡集中係数はあくまで全工業の分布に対する

個別工業の分布の相対的関係を示しているにすぎない｡すなわち,集中係数の大きさは個別工業の

分布の全工業の分布からのずれの大きさを示すのであD,集中の程度の判断の基準は全工業の分布

vcおかれている｡ したがって集中係数の変化は個別工業の分布の変化が全工業のそれよDも激しい

場合にも緩盤を場合にも生 じるL,Dである｡全工業 と個別工業の分布変化の程度を比叡しようとすれ

ば, 1.で行ったと同じ作業が必要である｡

3. 結 請

全工業および個別工業の分布とその変化が概観できた75:らば,次の課題は,分布とその変化を規

定した要凶を明らかにすることである｡図2はこの要因については直接には何も語らない｡ もしそ

れを明らかにしようとすれ略 図2VC示された各個別工業の分布変化の特色葱手がかDにして,さ

らに具体的に各個別工業の分布を規定する内的および外的条件を分析しなければ怒らないであろう｡
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ところで図2は=業の分布特性71F必ずしも十分に表現しているとはいえをい｡夜ぜ夜ら,本稿で扱

われた産業分類は分布特性をもとに分類されたものでは覆いからである｡工業統計表をは じめ主な

官庁統計は日本模準産業分類Vこもとづいて作成されている｡こo'D産業分類は主に生産物の性格に着

目して分類したもq)である｡工業の地域的分布は生産物の性格にも規定されるが,生産工程におけ

る特色によっても規定されている｡ したがって,工業の分布特性を端的に表現するためには分布特

性にもとづいた新しい産業分雛 のぞまれるのである.5)例えばコンビナー トを形成する業種を一

括して一つの業種に組みかえてしまうことも考えられる｡工業統計表の地域別統計における産業分

類はこれまでのところ中分類どまDである｡小分類にまで細分した上で分布特性を明らかにし,そ

れにもとづいた新しい産業分類にしたがって,図2が作成されるをらば, 日本工業03分布変化の特

色はいっそ う明確に売るものと思われる｡

<註 >

1) 標準偏差,変異係数,地域的集中係数などについては,西岡久雄 (1966):抱理的分布

測定法, 〔1コ, 〔2コ,国松久禰 ･安藤万寿男 ･西岡久雄 ･鈴木啓祐｢経済地理学｣,明玄

書房, 225-259頁,参照｡

2) 図2では集中係数の誤差の範囲を示すと煩雑に売るので省略し,平均値のみを示した｡

5) 工業の分布特性を把握するための業種の組みかえについては,辻本芳郎 ･板倉勝高 ｡井出策

夫 ･竹内淳彦 ･北村嘉行 (1962):東京における工業の分布,地理評,55-10,47

7-504,および,板倉勝高 ･井出策夫 ･竹内淳彦 ･北村嘉行 (1964):京浜工業地帯

の地域構造,地理評,5718,405-424,が参考になる｡
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